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究室による昭和30年代からの常磐炭砿なら   
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1．常磐炭砿閉山の経緯と就職対策の概略   











第一次 昭和46年4月29日（第二次以降退職者を除く全員）  
第二次 昭和46年5月9日（西部砿保安要員）  
第三次 昭和46年5月30日（残務要員の一部）  












る。   
他方、平職業安定所は、炭鉱離職者臨時措置法による就職相談・斡旋および職業訓練校紹介等   











昭和46年2月中旬  労使間で就職対策本部設立   
2月上旬・中旬   求人情報収集、労使情報連絡会議設置   
2月16日   第一次就職相談票配布（3月上旬集計）   
3月上旬   新会社、新設会社JKK．FKC要員人選、就職先視察確認（労使合同）   
3月中旬   系列要員人選（4月初旬まで）   
3月26日   第二次就職相談票配布   
3月下旬   職業訓練所入所予定者人選（4月初旬まで）   
4月   （大閉山直前から）集団就職人選、一般求人、人選（12月まで）  
離職手続実施（平職安 求職手帳の発給、各種援護とその手続き）   
4月29日   大閉山 第一次退職   
5月1日   平職業安定所正式求職ならびに離職票受理開始   
5月5日   新会社設立・要員採用   
5月9日   第二次退職   
5月下旬   第一次就職（7月まで）   
5月30日   第三次退職   
6月29日   第四次退職   
7月1日   就村本部新体制発足   
7月7日   第三次就職相談票配布   
7月初旬～8月下旬  県外転出対策強化期間   
8月   第二次就職目標達成期間   
10月   第1回退職手当支払   
12月中旬   第三次就職眉標達成期間（2月末）   
昭和47年5月   失業保険受給期間打切   
［資料5］［資料6］［資料7］より作成。   
































次はほぼ全員を対象としたものである。ここでは、3回の就職相談票記載内容を個人単位で連結   
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表2 常磐炭砿KK離職者の再就職過程に関するミクロデーター覧   
求人に関するデータa   求職に関するデータ   就職に関するデータ   
求人調査表：280社   就職相談票（第1次）：4，038票回収b  就職決定者名簿：登載者4，亜9名   
常磐炭砿磐城砿業所稔務課作成  常磐炭砿就職対策本部実施   就職対策本部作成   
昭和46年   昭和46年2月16日   昭和46年1月～昭和47年8月決  
定分   
常磐炭砿離職者求人情報：222社  就職相談票（第2次）：4，434票回収⊂  退職金内払い申請書：863名   
平公共職業安定所作成   常磐炭砿就職対策本部実施   常磐炭砿給務課作成   
昭和46年   昭和46年3月26日   昭和46年5月～8月申請分   
炭砿離職者対象求人一覧表：152社  就職相談票（第3次）：944票回収b  帰郷帰省旅費支払申請書：1，127名   
東京都作成   常磐炭砿就職対策本部実施   常磐炭砿総務課作成   
昭和46年   昭和46年7月7日   昭和46年4月29日～11月28日転  
屈分   
雇用情報（県外）：287社  
常磐炭砿就職対策本部作成  












は855社分である。   
これら3種のデータを連結して、2種のデータベースを構築した。就職決定データを媒介に、  






りにのぼる。他方、昭和47年8月時点での就職決定者数は3，974名、企業数は855社にわたる。企   
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る。以下の分析では、求人票提出企業703社を分析対象とする。   
3．1求人内容   
まず、求人票提出企業の地域、企業種別、企業規模、業種の構成は以下のとおりである。   
①企業地域：「いわき市内」143社、「県外」560社と圧倒的に県外企業である。   
②企業種別：695社が「一般企業」である。   
③企業規模：概して小さい。従業員「1，000人以上」の企業は57社にとどまる。471社が「300人  
未満」である。そのうち215社が「50人未満」である。   
④企業業種：「製造業」（304社）が中心。ついで「建設業」76社、「卸売・小売」68社、であり、  
「鉱業」は13社にとどまる。   
求人内容に関して、1社あたりの求人数、年齢制限の有無、40歳台求人有無、50歳台求人有無、  
住宅諸手当の有無の5変数を用いる。まず、本分析の中心的変数の1つである求人数からみてお  
く。大口求人への集団就職は、就職斡旋において効率的な方法である。しかし、実際の求人数は   
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全体に小規模であり、就対本部のいう大口求人に該当する企業は、決して多くはない。「5名未  
満」201社、「5－9名」159社、「10－29名」225社、「30－99名」76社、「100名以上」16社となっている。  
企業属性別にみると以下の2点が特徴となる。   
①地元企業は小規模求人が多く、半数が「5名未満」である。   






宅」、「手当て」、「借り上げ」、「事業団宿舎」「斡旋」が主である。   




（∋地元企業（143社）の採用企業比率は56．6％と高く、県外企業（560社）では20．9％にとどまる。   
②企業規模別にみると、「300人以上」企業（157社）で32．5％と高く、「300人未満」企業（471  
社）では28．5％にとどまる。   
③業種では、「製造業」（304社）で30．3％、「建設業」（76社）で38．2％と大差ないが、「鉱業」   
（13社）では61．5％と高い。   
大口求人は、就村本部の意向に沿うものであるが、表4のように求人数が多い企業ほど、採用  
決定がなされている。「100名以上」の大口求人企業16社のうち9社が採用している。他方、年齢  








が、大口求人への採用である。また、この10社のうち9社は県外であり、県外への集団就職であ   
る。   
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表4 求人数別にみた採用企業と求人充足率  
採用企業  求人充足率（％）   
N  
●●●● ●   
％   n  平均   ・・・・．．．．．．】．．．≠   
全体  703  28．2  193  56．3  13．0   9．8   4．7  13．5  21．2  37．8   
5人未満  201 23．4   47 113．1  25．5  36．2   2．1  27．7   8．5   
10人未満  159  27．0   43  54．2  14．0   4．7   7．0   7．0  27．9  39．5   
10－29人   225  29．8   67  36．8  9．0  6．0  13．4  23．9  47．8   
30－99人  76  32．5   27  19．5  3．7  3．7  22．2  70．4   


















みていこう。   
まず、個人データベースに含まれる求職者4，弘4名の属性を確認する。年齢、勤続年数をみると  
以下の2点を指摘できるが、いずれも再就職の抑制要因とみなせる。   
①全体に年齢が高く、「40歳台」2，128名と半数を占める。「50歳以上」は1，169名、「39歳以下」   
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969名。   
②勤続年数は「20年以上」2，079名と、長期間常磐炭砿で就業してきた者たちである。   
彼らの求職内容は、閉山直前（昭和46年3月26日）に実施した「第二次就職相談票」から詳細  
に知ることができる。すでに指摘したように地元希望が強いが、年齢別にみた求職内容は、以下  




●早い時期の就職を希望（「6月いっぱい」71％）。   
［40歳台］ ●地元希望高い（86％）。  
●「新会社」17％、「系列」14％、「その他」11％に分かれる。  
●「就職先の社宅入居」希望者は亜％、50％は「持家」希望。  





●希望月収は低い。   









●「6月いっぱい」に52％が就職決定。   
［40歳台］ ●地元就職73％、県外27％。  
●「新会社」への就職多い（28％）。  
●49％が「鉱業」、「製造業」27％と少ない。  








表5 就職決定状況と就職先（昭和47年8月まで）（％）  
地元  
N 決定≡嘗移管芸芸●     n  県外   
計新会社系列会社その他   
全体  4380 87．9  0．8  2．2  9．1  3951 71．4  25．1  9．3  36．9  28．6   
39歳以下 1083 93．8 1．0 1．9  3．2  1039  61．2 15．2 11．1 34．9  38．8   
40歳台  2128 92．5  0．9 1．6  5．0  2021 73．2  28．0  8．5  36．7  26．8   
50歳以上 1169  74．3  0．5  3．4 21．8  891 79．0  30．2  9．3  39．5  21．0   
















㈱18名、浜田重工㈱10名、太平工業㈱4名、東京郵政局2名であり、抱き合わせ就職と考えられ   
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表6 年齢・就職地域別にみた就職企業採用者数  
n  50名以上 20－49名10－19名 2－9名 1名  
39歳以下   
市内（新会社含む）   
市内（新会社含まない）   
県外  
636  38．8  14．3  11．0  25．3  10．5   
478  18．6  19．0  14．6  33．7  14．0   
392  28．3  17．3  20．4  21．9  12．0  
40歳台   
市内（新会社含む）   1470  45．7   10．2   11．5   
市内（新会社含まない） 9偶   11．7   16．6   18．7  
??????????????????? ???
県外  517  27．3  12．0  17．6  
50歳以上   
市内（新会社含む）   
市内（新会社含まない）   
県外  
??????? ??????????? ? ???? ???????? ? ??????????????
る。新会社以外で最大の大口求人企業である浜田重工㈱を例にみると、100名が就職しているが、  
「39歳以下」42名、「40歳台」48名、「50歳以上」10名である。この企業の求人票には、50歳台の求  









表7 年齢別にみた県外就職者の就職決定時期（％）  
5月以前  6月  7月以降年内  47年  
39歳以下   
40歳台   
50歳以上  
12．7  42．5  42．0  2．9   
10．7  33．0  52．2  4．1   




注：時期不明を除く。   
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ミクロデータから県外就職者の就職決定時期をみると（表7）、県外就職の斡旋・説得はある程  
度成功したのだろう。初期の斡旋・説得は、「39歳以下」を中心にした若年層に、7月～8月の対  
策強化は、相対的に高齢層に効を奏したようである。   




























再就職過程との比較検討も試みたい。   
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よび退職金代弁支払を受けるための資料として提出した「常磐炭砿離職者基本名簿」の登載者数は4，255名、石   






























































［資料10］「就対本部資料」（就対本部、昭和46年6月1日）   
